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農事組合法人 浜通り農産物供給センター 定款 
第１章 総   則 

（目的） 

第１条 この組合は、組合員の協同により農畜産物の販売を行うことによって組合員の経済的地位の向上を図る

ことを目的とする。 

（事業） 

第２条 この組合は、次の事業を行う。 

（１） 組合員の農林業に係る共同利用施設の設置及び作業の共同化に関する事業 

（２） 農業の経営と併せ行う林業の経営 

（３） 前号に掲げる農業に関連する事業であって、次に掲げるもの 

   ① 農畜産物を原料又は材料として使用する製造又は加工 

② 農畜産物の貯蔵、運搬又は販売 

   ③ 農作業の受託 

（４） 前３号の事業に附帯する事業 

（名称） 

第３条 この組合は、農事組合法人浜通り農産物供給センターという。 

（地区） 

第４条 この組合の地区は、福島県南相馬市、相馬市、いわき市、相馬郡、双葉郡、宮城県伊具郡の区域とする。 

（事務所） 

第５条 この組合の事務所は、福島県相馬市石上字南白髭３２０番地に置く。 

（農業協同組合への加入） 

第６条 この組合は、そうま農業協同組合に加入するものとする。 

（公告の方法） 

第７条 この組合の公告は、この組合の掲示場に掲示してこれをする。 

第２章 組 合 員 

（組合員の資格） 

第８条 この組合の組合員たる資格を有する者は、福島県浜通り農民運動連合会又は南相馬市農業を守る会の会

員で、この組合の地区内に住所を有する農民とする。 

 ２．この組合の組合員が農民でなくなり又は死亡した場合におけるその農民でなくなった者、又はその死亡し

た者の相続人であって農民でない者は、前項の規定の適用については、農民とみなす。 

（加入） 

第９条 この組合の組合員になろうとする者は、引き受けようとする出資の口数及びこの組合の事業に従事する

かどうかを記載した加入申込書をこの組合に提出しなければならない。 

  ２．この組合は、前項の加入申込書の提出があったときは、理事の過半数の同意でその加入の諾否を決する。 

  ３．この組合は、前項の規定によりその加入を承諾したときは、そのむねを申込者に通知し、出資の払込み

をさせるとともに、組合員名簿に記載するものとする。 

  ４．加入申込みをした者は、前項の規定による出資の払込をした時に組合員となる。 

  ５．出資の口数を増加しようとする組合員については、第１項から第３項までの規定を準用する。 

（出資義務） 

第１０条 組合員は、出資１口以上を持たなければならない。ただし、出資総口数の１００分の２０をこえるこ

とができない。また、出資口数は１組合員７５０口を上限とする。 

（出資１口の金額及び払込方法） 

第１１条 出資１口の金額は、金二千円とし、全額一時払込みとする。 

（相続による加入） 

第１２条 組合員の相続人で、その組合員の死亡により、持分の払戻請求権の全部を取得した者が、直ちにこの

組合に加入の申込みをし、組合がこれを承認したときは、その相続人は、被相続人の持分を取得とした

ものとみなす。 

（持分の譲渡） 

第１３条 組合員は、この組合の承認を得なければ、その持分を譲り渡すことができない。 

   ２．組合員でない者が持分を譲り受けようとするときは、第９条第１項から第４項までの規定を準用する。
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ただし、同条第３項の出資の払込をさせない。 

（脱退） 

第１４条 組合員は、６０日前までにそのむねを書面をもってこの組合に予告し、当該事業年度末において脱退

することができる。 

   ２．組合員は、次の事由によって脱退する。 

    （１）組合員たる資格の喪失 

    （２）死亡 

    （３）除名 

    （４）持分全部の譲渡 

（除名） 

第１５条 組合員が次の各号の１に該当するときは、総会の議決を経てこれを除名することができる。この場合

には、その組合員に対し総会の会日の１０日前までにそのむねを通知し、かつ、総会において弁明する

機会を与えなければならない。 

   （１）正当な理由なくして１年以上この組合の事業に従事しないとき。 

   （２）この組合に対する義務の履行を怠ったとき。 

   （３）この組合の事業を妨げる行為をしたとき。 

   （４）法令、法令に基づいてする行政庁の処分又はこの組合の定款若しくは規約に違反し、その他故意ま

たは重大な過失によりこの組合の信用を失わせるような行為をしたとき。 

    ２．この組合は、除名を議決したときは、その理由を明らかにした書面をもって、そのむねをその組合

員に通知するものとする。 

（持分の払戻し） 

第１６条 組合員が脱退した場合には、脱退した事業年度の終におけるこの組合の財産につき、第３９条の第１

項第１号の規定により算定した持分の額を払い戻すものとする。 

   ２．脱退した組合員が、この組合に対して払い込むべき債務を有するときは、前項の規定により払い戻す

べき額と相殺するものとする。 

（出資口数の減少） 

第１７条 組合員は、やむを得ない理由があったときは、組合の承認を得て、その出資の口数を減少することが

できる。 

   ２．組合員がその出資の口数を減少したいときは、減少した出資の口数に係る第３９条第１項第１号の規

定により計算した持分の額を払い戻すものとする。この場合には、前条第２項の規定を準用する。 

第３章 役 職 員 

（役員の定数） 

第１８条 この組合に、役員として理事８人以上１１人以内及び監事２人を置く。 

（役員の選任） 

第１９条 役員は、総会において選任する。 

   ２．前項の規定による選任は、総組合員の過半数による議決を必要とする。 

   ３．理事は組合員でなければならない。 

（代表理事の選任） 

第２０条 理事は、代表理事１人を互選するものとする。 

（理事の職務） 

第２１条 代表理事は、この組合を代表し、その業務を掌握する。 

   ２．理事はあらかじめ理事の過半数で定めた順位に従い、代表理事に事故あるときはその職務を代理し、

代表理事が欠員のときはその職務を行う。 

第２２条 この組合の業務の運営につき、次に掲げる事項は理事の過半数でこれを決する。 

   （１）業務を運営するための方針に関する事項 

   （２）総会の招集及び総会に附議すべき事項 

   （３）役員の選任に関する事項 

   （４）固定資産の取得又は処分に関する事項 

（監事の職務） 

第２３条 監事は、少くとも毎事業年度１回、この組合の財産及び業務執行の状況を監査し、その結果につき、

総会及び理事会に報告し、意見を述べなければならない。 
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（役員の任期） 

第２４条 役員の任期は２年とし、前任者の任期満了の日の翌日から起算する。ただし、補欠選任及び農業協同

組合法（以下「法」という）第９５条第２項の規定に基づく行政庁の命令による改選によって選任され

る役員の任期は退任した役員の残任期間とする。 

   ２．前項のただし書きの規定による選任が理事の全員にかかるときは、その任期は、前項ただし書きの規

定にかかわらず２年とし、その就任の日から起算する。 

   ３．役員の任期の満了の日がその任期中の最終の決算期に関する通常総会の会日以前であるときは、その

任期を当該通常総会が終了する日まで延長する。 

   ４．役員の数がその定数を欠いた場合には、任期の満了又は辞任により退任した役員は、後任者が就任す

るまで、なおその職務を行う。 

（役員の解任） 

第２５条 役員は、任期中でも、総会において、これを解任することができる。 

（特別代理人） 

第２６条 この組合と理事との利益が相反する事項については、この組合が総会において選任した特別代理人が

この組合を代表する。 

（職員） 

第２７条 この組合に参事を置くことができる。 

第４章 総   会 

（総会の招集） 

第２８条 理事は、毎事業年度１回８月に通常総会を招集する。 

   ２．理事は次の場合に臨時総会を招集する。 

    （１）理事の過半数が必要と認めたとき。 

    （２）組合員がその５分の１以上の同意を得て、会議の目的とする事項及び招集の理由を示して招集を

請求したとき。 

３．理事は、前項第２号の請求があったときは、その請求があった日から１０日以内に総会を招集しな

ければならない。 

     ４．監事は、財産の状況又は業務の執行について不整の点があることを発見した場合において、これを総会

に報告するため必要と認めたときは総会を招集する。 

（総会の招集手続き） 

第２９条 総会招集の通知は、その会日から５日前までに、その会議の目的たる事項を示してこれを行なうもの

とする。 

（総会議決事項） 

第３０条 次の各号に掲げる事項は、総会の議決を経なければならない。 

    （１）定款の変更 

    （２）規約の設定、変更及び廃止 

    （３）毎事業年度の事業計画の設定及び変更 

    （４）事業報告書、財産目録、貸借対照表、損益計算書、及び剰余金処分案又は損失処理案 

    （５）団体への加入（そうま農業協同組合への加入を除く。）又は団体からの脱退。 

    （６）持分の譲渡又は出資口数の減少の承認 

（総会の定足数） 

第３１条 総会は、組合員の半数以上が出席しなければ、議事を開き、議決することができない。この場合にお

いて、第３５条の規定により、書面又は代理人をもって議決権を行う者は、これを出席者とみなす。 

（緊急議案） 

第３２条 総会では、第２９条の規定によりあらかじめ通知した事項に限って、議決するものとする。ただし、

第３４条各号に掲げる事項を除き、緊急を要する事項については、この限りでない。 

（総会の議事） 

第３３条 総会の議事は、出席した組合員の議決権の過半数でこれを決し、可否同数のときは、議長の決すると

ころによる。 

   ２．議長は、総会において、出席した組合員の互選により選任する。 

 

（特別決議） 
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第３４条 次の事項は、組合員総数の議決権の３分の２以上の多数による議決を必要とする。 

    （１）定款の変更 

    （２）解散及び合併 

    （３）この組合への加入（持分の相続又は譲受けによる加入を含む。）承認 

    （４）組合員の除名 

    （５）役員の解任 

（書面又は代理人による議決） 

第３５条 組合員は、書面又は代理人をもって議決権を行うことができる。 

   ２．前項の規定により書面をもって議決権を行なおうとする組合員は、あらかじめ通知のあった事項につ

き、書面にそれぞれ賛否を記入してこれに署名または記名押印の上、総会の会日の前日までにこの組合

に提出しなければならない。 

   ３．第１項の規定により組合員が議決権を行わせようとする代理人は、その組合員と同一世帯に属する成

年者又は他の組合員でなければならない。 

   ４．代理人は、２人以上の組合員を代理することができない。 

   ５．代理人は、代理権を証する書面をこの組合に提出しなければならない。 

（議事録） 

第３６条 総会の議事については、議事録を作成し、議長及び出席した理事がこれに署名又は記名押印するもの

とする。 

第５章 業務の執行及び財務 

（事業年度） 

第３７条 この組合の事業年度は、毎年７月１日から６月３０日までとする。 

（規約） 

第３８条 この定款に定めるもののほか、業務の執行、会計その他に関して必要な事項は、規約でこれを定める。 

（持分） 

第３９条 この組合の財産についての組合員の持分は、次の標準によってこれを定める。 

   （１）出資の総額に相当する財産については、各組合員の出資の口数に応じて算定する。ただし、その財

産が出資の総額より減少したときは、各組合員の出資の口数額に応じて減額して算定する。 

   （２）その他の財産については、この組合の解散の場合に限って算定するものとし、その算定の方法は、

総会でこれを定める。 

   ２．持分の算定に当っては、１円未満の金額は、これを切り捨てるものとする。 

（準備金） 

第４０条 この組合は、出資総額と同額に達するまで、毎事業年度の剰余金（繰越欠損のある場合は、これをて

ん補した後の残額。以下次条おいて同じ。）の１０分の１に相当する金額以上の金額を準備金として積

み立てるものとする。 

   ２．前項の準備金は、欠損のてん補に充てる場合を除いては、取り崩さないものとする。 

（特別積立金） 

第４１条 この組合は、毎事業年度の剰余金から前条の規定により準備金として積み立てる金額を控除し、なお

残余があるときには、特別積立金として積み立てることができる。 

   ２．特別積立金は､欠損のてん補に充てる場合を除いては、取り崩さないものとする。ただし、総会でこれ

を取り崩すことを議決した場合は、この限りではない。 

（剰余金の処分） 

第４２条 毎事業年度の剰余金は、欠損をてん補し、第４０条の規定による準備金に積み立てる金額及び前条の

規定による特別積立金に積み立てる金額を差し引き、なお残余があるときは、これを組合員に配当し、

又は翌事業年度に繰り越すものとする。 

   ２．前項の配当は、組合員の事業の利用分量の割合に応じてする配当と、組合員がその事業に従事した程

度に応じてする配当と、組合員の出資の額に応じてする配当とする。 

   ３．利用分量の割合に応じてする配当は、その事業年度における施設の利用に伴って支払った手数料とそ

の他施設利用の程度を参酌して、組合員の事業の利用分量に応じてするものとする。 

   ４．事業に従事した程度に応じてする配当は、その事業年度内において組合員がこの組合の営む事業に従

事した日数及びその労務の内容、責任の程度に応じてするものとする。 

   ５．出資に対する配当は、事業年度末における組合員の出資の額に応じてこれをし、その率は年７分以内
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とする。 

（欠損の処理） 

第４３条 この組合は、事業年度末に欠損がある場合には、特別積立金及び準備金の順に取り崩して、そのてん

補に充てるものとする。 

（残余財産の分配） 

第４４条 この組合が解散した場合においては、各組合員に第３９条の規定により計算した持分の額を払戻すも

のとする。 

   ２．前項の規定による持分の払戻しについては、第１６条第２項の規定を準用する。 

附  則 この組合の設立当初の役員の任期は、第２４条第１項の規定にかかわらず、１９９３年２月１日まで

とする。 

附  則 この定款は、１９９２年５月１４日から効力を生じる。 

附  則 この定款は、１９９３年２月２０日一部改正。 

附  則 この定款は、１９９５年６月３日一部改正。 

附  則 この定款は、１９９７年２月１６日一部改正。 

附  則 この定款は、２０００年２月６日一部改正。 

附  則 この定款は、２００１年２月４日一部改正。 

附  則 この定款は、２００４年２月８日一部改正。 

附  則 この定款は、２００４年８月２９日一部改正。 

附  則 この定款は、２００６年８月６日一部改正。 

附  則 この定款は、２００７年８月５日一部改正。 

附  則 この定款は、２０１０年８月１日一部改正。 

附  則 この定款は、２０１２年８月１９日一部改正。 

附  則 この定款は、２０１３年８月４日一部改正。 


